
公共交通機能強化基本計画策定業務 起　工　 設計書

　

令和 年 月 日

から 令和 年 月 日 まで 日間

 

変更理由

委託費執行 概要書
市長 副市長 総務部長 部長 課長 課長補佐 係長 課員 審査

執 行 年 度 令和７年度

業務名

履行場所 稲敷市全域

設計

3 23

請　負　人
又は

受　託　者

方 法 委　託 原契約年月日

履 行 期 間
契約締結の翌日 8

費　　目 起　　工 第１回変更 　増　減（△）

起　工　額
　

円

業務価格
　

円

委託
に付する額

　

円

消費税相当額
　

円

測量試験費
又は工事雑費

　

　

業　　務　　概　　要

内　　　　　容 規格１ 数量１ 単位１ 規格２

委託決定額
　

　

数量２ 単位２ 規格３ 数量３ 単位３

公共交通機能強化基本
計画策定業務

1 式

稲敷市

変更請負に付する業務価格
＝変更積算業務価格×請負比率

請負比率:

(小数点７位切り捨て６位止め)

変更積算業務価格 － 円

請負比率 － 円

変更業務価格 － 円

起工(前回変更)時の請負決定額

起工(前回変更)時の積算額



公共交通機能強化基本計画策定業務 仕様書 

 

第１章  総   則 

 

(適用範囲) 

第１条   本特記仕様書は、「公共交通機能強化基本計画策定業務」(以下「本業務」という。)に適用

する。 

 

(目  的) 

第２条   本業務は、人口減少や高齢化が進む中で、今後の都市機能の集約やコンパクトなまちづく

りを具体化するため、令和６年度に策定した公共交通機能強化基本構想で位置づけた、公共

交通機能を中心とする拠点形成を目指す拠点について、具体化に向けた検討（基本計画の策

定、関係者協議等）を行うとともに、拠点を構成する機能導入等について検討することを目

的とする。 

 

(調査要綱) 

第３条   本業務の実施にあたっては、本特記仕様書に定めるほか、稲敷市(以下「甲」という。)と

の綿密なる協議により決定し実施するものとする。 

 

(作業計画) 

第４条   本業務に先立ち受託者(以下「乙」という。)は、業務上の管理を行う主任技術者を定め「甲」

に通知するとともに、作業計画書を提出し承認を受けなければならない。 

２．主任技術者は、技術業務に関する一切の事項を処理するものとする。 

 

(疑義の解釈) 

第５条   本特記仕様書に明記なき事項、又は作業の過程において仕様書の内容もしくは解釈につい

て疑義を生じた場合は、「甲」「乙」協議し、「甲」の指示に従って作業するものとする。 

 

(資料の貸与及び秘密保持) 

第６条   本業務に必要な既存資料は「甲」が貸与するが、これら貸与資料について破損紛失等重大

な過失が生じた場合は、「乙」がその責任を負うものとする。 

２．貸与資料の保管には十分注意し、これらの資料の内容及び本調査の過程及び結果から知り

得た情報等について「甲」の許可なく公表してはならない。 

 

  



 

第２章  業 務 内 容 

 

(業務内容) 

第７条    本業務の作業内容は以下の通りとする。 

 

１．現地調査 

 基本計画の策定にあたり、対象地区の現状を把握するため、現地調査を行い地区の特性や課題

等について現地踏査図として取りまとめを行う。 

 

２．拠点整備計画（1:2,500）の策定 

 令和６年度に策定した基本構想を踏まえ、各拠点について、ターミナル機能の配置を含め、土

地利用や施設計画を検討し基本計画図をとりまとめるとともに、概算事業費の検討を行う。 

 

３．実現化方策の検討 

 拠点形成の具体化に向け、区域内への立地促進、拠点整備計画で位置づけた施設等の整備に向

けた各種制度の活用、ロードマップの策定を行う。 

 

４．各種協議支援 

 基本計画の策定にあたり実施する、基本計画策定対象区域内に位置する利害関係者（４者程度

を想定）や庁内関係課との協議（２回程度を想定）について支援する。 

 

５．打ち合わせ協議 

 業務を円滑に遂行するため、業務着手時、中間時、納品時に協議を実施する。なお、協議につ

いては必要に応じて実施するものとする。 

 

 

第 ３ 章  成 果 品 

 

(成果品) 

第８条    本業務の成果品は以下の通りとする。 

 

□業務報告書         Ａ４版 表紙モノクロ、本文一部カラー  ３０部 

□上記データ         ＣＤ－Ｒ                 １枚 

 

  



 

第４章  付   則 

 

(業務の完了) 

第９条   本業務は、第２章に示す作業実施の上、第３章に示す成果品を提出し、成果品の検査に合

格した時をもって完了とする。 

 

(業務期間) 

第１０条  本業務の履行期間は、契約締結の翌日より、令和８年３月２３日までとする。 

 

(修  補) 

第１１条  本業務が完了し、第９条の検査において合格と認められた後であっても、成果品に誤りが

発見された場合は、「乙」の責任において処理するものとする。 



費目 工種 種別 細目 単位 数量 単価 金額 摘要

公共交通機能強化基本計画策定業務

式 1.0 直接人件費明細表

式 1.0

その他原価 式 1.0

直接原価+間接原価

業務原価+一般管理費

％ 10.0

業務原価

内　　　訳　　　表

直接原価

　直接人件費

　直接経費

間接原価

一般管理費

業務価格

消費税及び地方消費税

総計



明　　　細　　　表
　　業務名：公共交通機能強化基本計画策定業務

円

（１）直接人件費明細表 円
理事・
技師長

主任技師 技師A 技師B 技師C 技術員

１式

１式

１式

１式

１式

１式

１式

　
　
（２）直接経費明細表 円

単位 数量 単価 金額

印刷費 式 1.0

直接原価（直接人件費+直接経費）

業務項目 数量 直接人件費

１．現地調査

２．拠点整備計画（1:2,500）の策定

　土地利用計画の策定

　施設計画の策定

　概算事業費の検討

３．実現化方策の検討

４．各種協議支援

５．打ち合わせ協議

項目 摘要

報告書等


